
2022年の実績を中心に、これまでのクボタグループの成果や社外評価などを一覧にまとめました。
今後も長期ビジョン「GMB2030」のめざす姿に向けて、「食料・水・環境」の各領域で経営計画を着実に実行し、
事業を通じて社会課題の解決に取り組んでまいります。
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連結包括利益計算書
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当期利益 176,420 189,203
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��� ��
����

その他の包括利益－税効果調整後 135,547 94,906

当期包括利益 311,967 284,109 

当期包括利益の帰属
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連結損益計算書
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営業利益 218,942 244,565
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税引前利益 233,927 250,917
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当期利益 176,420 189,203

当期利益の帰属
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ʢ୯Ґ�ԁʣ

1株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益

基ຊత ���ԁ��મ ���ԁ��મ

ޙബԽر �ɻ �ɻ

当期包括利益 311,967 284,109 

当期利益 176,420 189,203

その他の包括利益－税効果調整後 135,547 94,906

当期利益 176,420 189,203

税引前利益 233,927 250,917

営業利益 218,942 244,565

連結財政状態計算書
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負債の部

流動負債   
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流動負債合計 1,594,530 1,313,739
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非流動負債合計 1,059,413 674,808

負債合計 2,653,943 1,988,547

資本の部

親会社の所有者に帰属する持分
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親会社の所有者に帰属する持分合計 1,883,321 1,678,035

非支配持分 ���
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���

資本合計 2,077,330 1,785,109

負債及び資本合計 4,731,273 3,773,656
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資産の部
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流動資産合計 2,305,325 1,867,415

非流動資産   
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非流動資産合計 2,425,948 1,906,241

資産合計 4,731,273 3,773,656

流動資産合計 2,305,325 1,867,415

非流動資産合計 2,425,948 1,906,241

資産合計 4,731,273 3,773,656

流動負債合計 1,594,530 1,313,739

非流動負債合計 1,059,413 674,808

負債合計 2,653,943 1,988,547

親会社の所有者に帰属する持分合計 1,883,321 1,678,035

資本合計 2,077,330 1,785,109

負債及び資本合計 4,731,273 3,773,656
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連結持分変動計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

਌ձࣾのॴ༗ऀʹؼଐすΔ持෼
ඇࢧ഑持෼ ܭ߹ຊࢿ
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のߏ成ཁૉ ࣜגݾࣗ ܭ߹

2021年1月1日残高 84,130 84,943 1,325,764 ˛18,162 ˛636 1,476,039 98,146 1,574,185 
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　当期包括利益 174,765 94,397 269,162 14,947 284,109
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2021年12月31日残高 84,130 84,886 1,439,631 69,522 ▲134 1,678,035 107,074 1,785,109 
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　当期包括利益 156,182 129,475 285,657 26,310 311,967 
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2022年12月31日残高 84,130 79,247 1,535,115 188,386 ▲3,557 1,883,321 194,009 2,077,330 
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営業活動によるキャッシュ・フロー ▲7,680 92,511

投資活動によるキャッシュ・フロー
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投資活動によるキャッシュ・フロー ▲318,499 ˛127,370

財務活動によるキャッシュ・フロー

ௐୡۚࢿआೖۚʹΑΔظͼ௕ٴ࠴ࣾ ���
��� ���
���

ࡁआೖۚのฦظͼ௕ٴのঈؐ࠴ࣾ ˛���
��� ˛���
���

୹ظआೖۚの७૿ ��
��� ��
���

Ϧʔεෛ࠴のฦࡁ ˛��
��� ˛��
���

෷ࢧ഑౰ۚのۚݱ ˛��
��� ˛��
���

のऔಘࣜגݾࣗ ˛��
��� ˛��
���

ͦのଞ ˛�
��� ˛�
���

財務活動によるキャッシュ・フロー 282,557 60,586

為替レート変動の現金及び現金同等物に対する影響 10,782 9,993

現金及び現金同等物の純増減(▲減少) ▲32,840 35,720

現金及び現金同等物期首残高 258,639 222,919

現金及び現金同等物期末残高 225,799 258,639

営業活動によるキャッシュ・フロー ▲7,680 92,511

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲318,499 ˛127,370

財務活動によるキャッシュ・フロー 282,557 60,586

現金及び現金同等物の純増減(▲減少) ▲32,840 35,720

現金及び現金同等物期末残高 225,799 258,639
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日本では、農業機械が経営継続補助金の終了や米価低迷

の影響により売上、市場ともに減少しました。

北米では、トラクタはレジデンシャル市場が縮小しましたが

ディーラー在庫の充足が進みました。建設機械、エンジンは

政府のインフラ開発需要を背景に堅調に推移しました。

欧州では、トラクタは草刈り機の在庫不足やインフレ、金利

上昇による投資意欲減退により苦戦しましたが、建設機械、

エンジンは工事需要に支えられ堅調に推移しました。

アジアは、タイでは前期の政府無償支給事業の反動や洪水の

影響で現地通貨ベースでは前期を下回りましたが、インドはエ

スコーツクボタ Ltd.の連結子会社化により増収となりました。

資産は、北米の増収により営業債権が増加したほか、輸送

中在庫の増加などにより棚卸資産が増加しました。また、

のれんがエスコーツクボタ Ltd.の連結子会社化にとも

ない増加、有形固定資産もグローバル技術研究所の設立

などにより増加しました。

負債は金融債権の増加、エスコーツクボタ Ltd.株式の取

得にともない、有利子負債が増加しました。

資本は利益の積み上がりや、為替変動などにともなうそ

の他の資本の構成要素の改善により増加しました。

金融事業を除く本業における財政状態については、現金

及び現金同等物の残高が有利子負債残高を上回っている

ため金融を除くDEレシオがマイナスとなっており、実質

無借金状態を維持しています。

営業活動によるキャッシュ・フローは77億円の支出となり

ました。主に営業債権が増加したことから前期比1,002億

円の収入減となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは3,185億円の支出と

なりました。子会社の取得及び有形固定資産の取得によ

る支出の増加により、前期比1,911億円の支出増となりま

した。

財務活動によるキャッシュ・フローは2,826億円の収入と

なりました。資金調達の増加などにともない前期比2,220

億円の収入増となりました。

1株当たりの年間配当金額は44円(前期比＋2円の増配)

としました。総還元性向は中期目標の通り40％以上を確保

しています。

パイプシステムは鉄管で配管業者の人員不足による工事遅

延がありましたが、合成管は首都圏での集合住宅向け出荷

が好調に推移しました。

素形材は反応管の海外案件が順調に推移、加えて円安も寄

与しました。

都市インフラはメーカーのサプライチェーン見直しによる

国内工場回帰の動きがあり、空調が好調に推移しました。

環境はO&M案件が順調に売上を伸ばしました。

前期比で▲10.5%、▲256億円の減益となりました。

　為替変動は+640億円、為替差損益は+48億円の増益要

因となりました。原材料は買入部品、鋼材や塩ビ製品など

の価格上昇により▲894億円、インセンティブ率変動は米

国の金利上昇にともない▲261億円の減益要因となりま

した。販売面は増減販で+154億円、北米欧州を中心とし

た製品値上げで+1,108億円の増益要因となりました。そ

の他は物流費▲325億円、研究開発費▲216億円、減価

償却費▲91億円などの減益要因により、合わせて▲

1,051億円の減益要因となりました。

前期比で+21.9％、+4,820億円の増収となりました。事業別で

は機械、水・環境それぞれ増収となりました。なお、海外売上

高には為替影響約+2,380億円を含んでおり、これを除いた海

外売上高における実質的な前期比はおよそ+15％の増収です。

機械事業

水・環境事業

売上高

営業利益

財政状態計算書

キャッシュ・フロー

株主還元

・総還元性向40％以上を確保し、50％をめざす
・取得した自己株式については、即消却を継続する

株主還元の中期目標

2022年12月期 2021年12月期 増減 

親会社の所有者に
帰属する当期利益
(1株当たり)

 1,562
 (130.82円)

 1,748  
(144.80円)

▲ 186
 (▲13.98円)

還
元
額

配当
(1株当たり)

525
(44円)

 506
(42円)

+ 19
(+2円)

自己株消却
(百万株)

200
 (9.2百万株)

202
(8.3百万株)

 ▲ 2
(+0.9百万株)

還元額計 725 708 + 17

1.為替変動
米ドル(110円→131円※1） +470億円
ユーロ(130円→138円※1）   +40億円
他　　　　　　　　　　   +130億円

+640億円

2.為替差損益 +48億円

3.原材料 機械（買入部品、鋼材他）    ▲728億円
水・環境（塩ビ、コイル他）   ▲166億円 ▲894億円

4.インセンティブ率変動 北米▲274億円他 ▲261億円

5.増減販 +154億円

6.製品値上げ +1,108億円

7.その他 物流費▲325億円　研究費▲216億円
減価償却費▲91億円など ▲1,051億円

(億円)(億円)

営業利益（▲256億円）の増減要因

配当性向  34%  29% + 5P
総還元性向  46% 41%  + 6P

DEレシオ（ネット） + 0.74 + 0.50 + 0.24
金融を除くDEレシオ（ネット） ▲ 0.03 ▲ 0.21 + 0.19

国内売上高 6,024 6,028 ▲ 4 ▲ 0.1
海外売上高 20,764 15,940 + 4,824 + 30.3

フリーキャッシュ・フロー ▲ 1,773 ▲ 332 ▲ 1,441

2022年12月期 2021年12月期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー ▲ 77 925 ▲ 1,002

当期利益及び減価償却費 2,616 2,609 + 7

金融債権の増加 ▲ 772 ▲ 1,808 + 1,036

その他 ▲ 1,921 124 ▲ 2,045

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 3,185 ▲ 1,274 ▲ 1,911

有形固定資産及び無形資産の取得 ▲ 1,697 ▲ 1,257 ▲ 439

その他 ▲ 1,488 ▲ 16 ▲ 1,472

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,826 606 + 2,220

為替レート変動の現金及び現金同等物に対する影響 108 100 + 8

現金及び現金同等物の純増減 ▲ 328 357 ▲ 686

2022年12月期
期末

2021年12月期
期末 増減 

現金及び現金同等物 2,258 2,586 ▲ 328
営業債権 7,794 5,743 + 2,050
金融債権 16,845 14,105 + 2,740
棚卸資産 6,445 5,101 + 1,344
その他 13,971 10,201 + 3,770

資産合計 47,313 37,737 + 9,576
有利子負債 16,111 10,945 + 5,166
営業債務 4,548 3,923 + 624
その他 5,881 5,017 + 864

負債合計 26,539 19,885 + 6,654
親会社の所有者に帰属する持分 18,833 16,780 + 2,053
非支配持分 1,940 1,071 + 869

資本合計 20,773 17,851 + 2,922
負債及び資本合計 47,313 37,737 + 9,576

2022年12月期 2021年12月期
増減 

金額 ％
機械 23,280 18,648 + 4,632 + 24.8

国内 3,026 3,105 ▲ 79 ▲ 2.5

海外 20,254 15,543 + 4,711 + 30.3

水・環境 3,276 3,054 + 222 + 7.3

国内 2,766 2,657 + 109 + 4.1

海外 510 397 + 113 + 28.6

その他 232 266 ▲ 34 ▲ 12.8

国内 232 266 ▲ 34 ▲ 12.8

海外 0 0 ▲0 ▲ 18.8

売上高合計 26,788 21,968 + 4,820 + 21.9

2022年12月期 2021年12月期 増減 
金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

営業利益 2,189 8.2 2,446 11.1 ▲ 256 ▲ 10.5

(億円)

(億円)(億円)

※1:但し、日本からの製品輸出にかかる輸送、在庫期間を加味した利益実現レートは、
　　米ドル108円→122円、ユーロ129円→134円程度

(億円)

日本 北米 欧州
※2022年第2四半期よりエスコーツクボタ Ltd.を連結子会社化

アジア※ その他

▲ 79

+ 2,775

+ 524

+ 1,270

+ 143

機械事業仕向地別売上高増減

+0

+500

▲500

+1,000

+1,500

+2,000

+2,500

+3,000

(億円)

パイプ
システム

素形材 都市
インフラ

環境

+ 80 + 78

+ 32 + 32

水・環境事業別売上高増減

+0

+20

+40

+60

+80

+100

価値創造の成果 価値創造の軌跡 価値創造のめざす姿 価値創造の実行戦略 価値創造の持続可能性 価値創造の基盤 価値創造の成果

Chapter 06

2022年12月期 財務分析

117 118クボタグループ 統合報告書2023



（億円）

売上高

（億円） （%）

海外売上高・海外売上高比率
海外売上高 海外売上高比率（右目盛）

30,000

24,000

18,000

12,000

6,000

0

24,000

18,000

12,000

6,000

0

100

75

50

25

0

26,788
77.577.5

20,76420,764

営業利益 営業利益率（右目盛）

（億円）

営業利益・営業利益率

（%）（%）

ROA・ROE

2022.12 2022.12

2,500

1,500

2,000

1,000

500

0

25

15

20

10

5

0

ROA ROE

12

10

8

6

4

2

0

2,189

8.28.2

8.88.8

5.55.5

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

11.111.1

7.27.2

10.510.5

6.96.9

10.710.7

6.96.9

8.88.8

5.95.9

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

1,893 2,017
1,753

2,446

11.111.110.2 10.5 9.5

（億円）

１株当たり年間配当金・配当性向・総還元性向

営業キャッシュ・フロー

（円） （%）

（倍）（%）

2022.12

2022.12

2,000

1,500

1,000

500

0

配当金 配当性向（右目盛） 総還元性向（右目盛）

60

45

30

15

0

60

45

30

15

0

▲77

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

891 824

1,429

925

44

46.4

33.6

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

36 3634 42

40.540.540.5

29.0 29.0 29.0 

32.3

30.2

42.7

29.6

49.4

34.0

（億円）

設備投資額

（億円） （%）

研究開発費・売上高研究開発費比率
研究開発費 売上高研究開発費比率（右目盛）設備投資額

2022.12

2,000

1,500

1,000

500

0

1,000

750

500

250

0

8

6

4

2

0
2022.12

1,694 883

3.3

2018.12

641

2019.12

867

2020.12

872

2021.12

1,214

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

538 531 553
653

2.9 2.8 3.0 3.03.0

（億円） （億円）
4,000

3,000

2,000

1,000

0

400

300

200

100

0
2022.12

3,276

［水・環境事業］ 売上高・営業利益の推移

173

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

0
2022.12

［機械事業］ 売上高・営業利益の推移
国内 営業利益(右目盛)海外ネットD/Eレシオ（右目盛）有利子負債親会社の所有者に帰属する持ち分比率（右目盛）親会社の所有者に帰属する持ち分 国内 営業利益(右目盛)海外

2019.12 2021.122020.12

18,64818,648

15,09115,583

2018.12

15,276

2019.12 2021.122020.12

3,0543,0543,1583,301

281

2018.12

2,923

199 223223
259

2022.12

19,200 18,53218,503
21,968

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12 2022.12

68.8 67.4 67.9 72.672.672.672.6

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

基本的1株当たり当期利益＜EPS＞・1株当たり親会社所有者帰属持分＜BPS＞

（円）

2022.12

EPS BPS（右目盛）

160

120

40

80

0

1,600

1,200

400

800

0
2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

（億円）
50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
2022.12

47,313

資産合計親会社の所有者に帰属する当期利益

2019.12 2021.122020.12

37,73737,737

31,89331,393

2018.12

28,957

（億円）
25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

50

40

30

20

10

0
2022

39.839.8

親会社の所有者に帰属する持分・親会社所有者帰属持分比率

2019 20212020

44.544.546.046.0

2018

46.346.3 46.346.3

（億円）
2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
2022

税引前利益

2019 202120202018

（億円）
20,000

16,000

12,000

8,000

4,000

0

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0
2022.12

16,111

有利子負債、ネットD/Eレシオ

0.74

2019.12 2021.122020.12

8,7449,030

0.49

2018.12

8,393

0.46

10,94510,945

0.500.50
0.44

12,730 12,947 12,580
15,940

23,280

（億円）
1,800

1,200

600

0

1,5621,5621,562

2022.122018.12 2019.12 2020.12 2021.12

1,386
1,491

1,285

1,748

1,221.95

1,583.73

130.82
121.59 105.85112.44

144.80

2,339
2,5092,509

1,859
2,0901,972

18,83316,78016,78014,76014,42813,399

2,4882,488

2,0312,0312,0092,009
1,8001,800

2,3712,371

1,398.47

1,087.44
1,182.72

財務ハイライト
クボタグループの直近５年間の財務データのうち、主要なものを抜粋して掲載しています。
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＊ 環境データの対象期間に関しては、ESGレポート2023「環境パフォーマンス指標算定基準（P88）」をご参照ください。
URL：www.kubota.co.jp/ir/financial/integrated

※人財育成の内容については、47・48ページの「学習機会の戦略的提供」を
　ご参照ください。

3.93.9

11911960,000

30,000

45,000

15,000

0

120

60

0

10

5

0
2022.12 2022.1

50,352
84 84

95
103

3.1 3.0 3.3 3.53.5

2018.1 2019.1 2020.1 2021.1

（人）

従業員数（連結）

（人） （%）

女性管理職数（単体）
女性管理職数 女性管理職比率（右目盛）

80
（万t-CO2）

40

60

20

0

120

60

90

30

0

CO2排出量*（連結）
（千t）

廃棄物排出量*（連結）

2022 2022

58.5

2018 2019 2020

64.7 63.0
57.0

2021

61.3

112
120

100
113

2018 2019 2020 2021

117
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300

450

150

0

800

400
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200

0
2022 2022

2022

512488 459 436

2018 2019 2020 2021

461
718

619
575 541

2018 2019 2020 2021

565

（万m3）

水使用量*（連結）
（t）

VOC（揮発性有機化合物）排出量*（連結）

12,000

6,000

9,000

3,000

0

10,514

2022.12

8,211 8,559 8,938
9,715

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

（件）

購入店総合満足度（国内・農業機械）

特許実用新案保有権利数
（クボタ単体と国内グループ会社）
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65.7

2018 2019 2020 2021

64.5 63.8 64.2
66.0

（ポイント）

2022
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51
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（%）
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43,293
40,202 41,027 41,605
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（人）

育児休暇取得者数（単体）
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1,000

500
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0
2022.12

（人）

キャリア採用管理職数（単体）

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

（%）

（%）
2,000

1,000

1,500

500

0
2022.12

1,969
（単位：百万円）

人財育成費用（単体）

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

1,718

1,413 1,420
1,233

※エンゲージメントサーベイは2021年度より開始しました。詳細については
86ページをご参照ください。

※本グラフのポイントとは、新品のトラクタ・乗用田植機・コンバインをご購入
いただいた日本国内のお客様を対象に、ディーラー直営部門が実施した
　アンケートにおいて、購入店の総合満足度について肯定的なご回答をいた
　だいた方の割合を示します。

171

100

39.7

53.0

68.7

81.8

44

100 100 100 97.4

238

309
279

35

58.2

223

33 39 38

取得数（女性）取得数（男性） 取得率（男性）（右目盛） 取得率（女性）（右目盛）

26.426.4

18.5
20.6 22.0 23.823.8

キャリア採用管理職数 キャリア採用管理職比率（右目盛）

810
704

509
578 634

エンゲージメントスコア（単体・総合職）

クボタ（工場） 製造業平均
クボタ（建設工事） 建設業（職別工事業）平均

2

3

1

0
2022.12

（%）

休業災害度数率（単体・日本国内平均）

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

0.430.43
0.27

0.26

0.510.51
1.20

1.35

1.18

2.90

2.10

1.20 1.21
1.311.31

クボタ（工場） 製造業平均

0.22

1.0

0.5

0
2022.12

（%）

強度率（単体・日本国内平均）

2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

0.310.31

0.100.10

0.98

0.55

1.03

0.05
0.12

0.07

0.06

0.01

クボタ（建設工事） 建設業（職別工事業）平均

0.00 0.00

1.52

2.02
1.75

0.08
0.030.03 0.06

0.47

0.00 0.00 0.030.02
0.01

1.251.25
1.601.60

非財務ハイライト
クボタグループの直近５年間の非財務データのうち、主要なものを抜粋して掲載しています。
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社名
創業
資本金
発行済株式総数
株主数

株式会社クボタ
1890年
841億円
1,191,006,846株
96,282名

連結売上高
連結従業員数
グローバル展開
海外売上比率

2兆6,788億円
50,352人
120ヵ国以上
約78%

本社

東京本社

〒556-8601
大阪市浪速区敷津東一丁目2番47号
TEL 06-6648-2111
〒104-8307
東京都中央区京橋二丁目1番3号 
京橋トラストタワー
TEL 03-3245-3111

	 株主名 株数（千株） 持株比率（％）

1
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

193,258 16.23

2 日本生命保険相互会社 62,542 5.25

3 明治安田生命保険相互会社 59,929 5.03

4
株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
52,411 4.40

5 株式会社三井住友銀行 36,006 3.02

	 株主名 株数（千株） 持株比率（％）

6 株式会社みずほ銀行 31,506 2.65

7 MOXLEY ＆ CO LLC 27,998 2.35

8 SMBC日興証券株式会社 23,596 1.98

9 BNYM TREATY DTT 15 20,378 1.71

10
STATE STREET BANK 
WEST CLIENT – TREATY 
505234

18,358 1.54

大株主の状況

49.74%
金融機関・証券会社

3.51%

その他
国内法人

37.73%

外国人
（個人・法人）

9.02%個人・その他

所有者別分布状況

過去10年間の株価推移（2013年1月1日～2022年12月31日）

クボタグループのESGへの取り組みは高く評価され、国内外のESGインデックスの組入銘柄として採用されています。世界

的なESG投資指標である「Dow Jones Sustainability Indices（DJSI）」のアジア・太平洋地域版「DJSI Asia Pacific」や、GPIF

（年金積立金管理運用独立行政法人）が採用しているESG投資指数★を含め、以下の構成銘柄に選定されています。

■ 選出・認定・受賞の実績

ESG要素総合型 環境テーマ型

（2023年6月1日現在）

（注）MSCIインデックス、ロゴマーク、商標などについて
THE INCLUSION OF KUBOTA CORPORATION IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A 
SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF KUBOTA CORPORATION BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI 
AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES. 

S&P/JPXカーボン・
エフィシェント
指数シリーズ★

FTSE Blossom Japan Index★ ISS-oekom Corporate Rating

FTSE4Good Index Series

Dow Jones Sustainability Indices
MSCIジャパン

ESGセレクト･リーダーズ指数★
Constituent MSCI日本株

女性活躍指数(WIN)★

MSCI ESG Leaders IndexesMSCI ESG Ratings

①欧州最大級の農業機械展示会「EIMA2022」の技術賞を受賞
　果樹向け農薬噴霧機「OPTIMAスマート・スプレイヤー」
　同機械はトラクタでけん引しながらリンゴなどの果樹に精
密に農薬を散布するインプルメント（作業機）です。作物の密
度や、病害虫の発生状況を検知する機能を備え、噴霧方向や
噴霧量等をリアルタイムに制御することができます。その結果、
農 薬 使 用 量 を 最 大
45%、ドリフトを最
大60% 削 減 し、環
境負荷 を 低 減 で き
る 点 が 評 価 さ れ ま
した。

② KSAS 対応食味・収量センサ付きコンバインとKSAS 対応施
肥量電動調量ユニット付き田植機が「みどり投資促進税制」
の対象機械に認定

　当社の製品「KSAS 対応食味・収量センサ付きコンバイン」と
「KSAS 対応施肥量電動調量ユニット付き田植機」が、水田におい
て適切な施肥を行うことによって環境負荷低減に貢献すると認め
られ、農林水産省の「みどり投資促進税制」の対象機械となりまし
た。対象機械を導入する農業生産者様は、取得価額の32%につい
て特別償却の適用が可能となる税制優遇を受けられます。

シンボルマーク ＋ DX認定

脱炭素化社会の実現に向けた
イノベーションに挑戦する企業として

「ゼロエミ・チャレンジ」に選出

経済産業省が定める制度に基づく
「DX認定事業者」に認定

「エコ・ファーストの約束」を2021年12月に
更新し環境大臣から

「エコ・ファースト企業」に再認定

わたしたちは、
環境先進企業として、
環境省と環境保全の
お約束をしました。

社外からの評価 会社概要 （2022年12月31日現在）

ESGインデックスへの組み入れ状況

KSAS対応施肥量
電動調量ユニット付き田植機

KSAS対応食味・
収量センサ付きコンバイン

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

定時株主総会 毎年3月に開催

基準日
定時株主総会 毎年12月31日
期末配当金 毎年12月31日
中間配当金 毎年 6月30日

単元株式数 100株

株主名簿管理人
三井住友信託銀行（株）
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

郵便物送付先
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行（株） 証券代行部
tel 0120-782-031（フリーダイヤル）

取次窓口 三井住友信託銀行（株）本店および全国各支店

公告方法 当社ウェブサイトに掲載

上場証券取引所 東京証券取引所

株式基本情報

株式・株主情報 （2022年12月31日現在）
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